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要旨：本研究は，防水型の水中リバウンドハンマー試験機を用いて，水中不分離性コンクリ

ートの施工躯体に対し水中にて圧縮強度の推定を検討したものである。実験の結果，水中不

分離性コンクリートの強度発現にともない，水中反発度は大きくなることが判明した。また，

流動距離による圧縮強度を推定したところ，水中反発度と圧縮強度には相関性が見られた。

よって，従来の水中不分離性コンクリートの品質管理方法とは別に筆者らが開発した水中リ

バウンドハンマー試験機を用いることで，水中不分離性コンクリートの施工躯体に対し水中

で圧縮強度を推定することができることが判った。 
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1. はじめに 

 水中不分離性コンクリートは，水中施工法と

して広く用いられている。この水中不分離性コ

ンクリートの品質管理方法は，フレッシュコン

クリートで，スランプフローや空気量の測定，

硬化コンクリートでは，材齢 28 日の水中作製供

試体による圧縮強度を測定することにより品質

管理が行われている。1）しかし，水中不分離性

コンクリートは水中を広範囲に流動することか

ら多少の材料分離が生じる事が考えられ，均一

な品質のコンクリート構造物とは言い難い。現

在，水中不分離性コンクリート打設後のコンク

リート構造物の圧縮強度検査は，ほとんど行わ

れていないのが現状である。この原因としては，

水中でのコンクリート構造物の品質検査が困難

なことが理由として挙げられる。 

そこで，本研究では，筆者らが開発した水中

リバウンドハンマー試験機を用いて，水中不分

離性コンクリートの施工躯体に対して水中で圧

縮強度を推定する手法について検討をおこなっ

た。 

2. 実験概要 

2.1 水中リバウンドハンマー試験機概要 

筆者らが開発した水中リバウンドハンマーを

写真－1に示す。水中リバウンドハンマーは水中

において透明度が低下した時，水深，対象物の

異なる水中での測定を考慮し，確実に測定を行

えるよう市販の NR 型リバウンドハンマーを用

いた。水密性・耐圧性を確保する為に，リバウ

ンドハンマーに専用のハウジングを製作した。

ハウジングの材質は耐食アルミニウムで耐圧水

深は 60ｍである。ハウジングの寸法は縦 27cm，

横 25cm，奥行き 13cm である。陸上での重量は

4.1kg，水中での重量は 1.1kg となっている。潜

水士一人でも簡易に取り扱え，水中での反力を

必要としない。また，市販の NR 型リバウンドハ

ンマーには特に改良を加えていないのが特徴で

ある。 

2.2 使用材料 

 本研究で用いたセメントは，普通ポルトラン

ドセメント（密度 3.16ｇ/ｃｍ3）細骨材に大井川

産川砂（密度 2.61ｇ/ｃｍ3，粗粒率 2.70）粗骨材 
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表－1 コンクリートの配合 
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UMB：水中不分離性混和剤  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 水中リバウンドハンマー試験機 

 

に大井川産川砂利（密度 2.65ｇ/ｃｍ3，実積率

63.5％）を使用した。混和剤として水中不分離性

混和剤（セルロース系）流動化剤（トリアジン 

系）を使用した。 

2.3 配合および練りまぜ 

 本研究で使用したコンクリートの配合を表－

1 に示す。水セメント比を 54.1％，単位水量は

238kg/m3とし，スランプフローは 55±5cm，空気

量は 4.5％以下とした。 

水中不分離性コンクリートの練りまぜは，普

通コンクリートを生コンプラントで練りまぜて

運搬し，打設現場でアジテータ内に流動化剤を

添加し流動化した。 

2.4 供試体 

供試体は，直径 10cm，高さ 20cm の円柱供試

体とし，水中作製，気中作製の 2 種類を作製し

た。また，実構造物を想定して幅 0.6ｍ×高さ 1.1

ｍ×長さ 5.7ｍの供試体（以下 5.7ｍ供試体）を

屋外のプール内に作製した。打設方法は鋼製型

枠の端にトレミーを設置し，水中で最大で 30cm

自由落下する状態で打設した。 

2.5 養生方法 

 

 

 

 

UMB・M：流動化剤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 供試体寸法および測定場所 

 

円柱供試体は打設 1 日後に脱型し 20±3℃で標 

準養生を行った。また，水中作製供試体は標準 

養生と現場水中養生の 2 環境で養生を行った。 

5.7ｍ供試体は打設後 5 日で脱型した。打設から

試験終了日まで現場水中養生を行った。打設現

場は，静岡県静岡市で養生期間の気温は平均

14℃（最高 25.8℃，最低 5℃）であった。また，

養生プールの水温は平均 14.9℃（最高 21.4℃，

最低 10.7℃）であった。 

2.6 測定項目および測定方法 

円柱供試体および 5.7ｍ供試体の力学的性質の

測定は材齢 7，14，28 日で行った。5.7ｍ供試体

の反発度測定場所は流動距離 0，1，3，5ｍの中

部とした。各測定場所で水中反発度を測定した

後にコア採取機を用いてコア供試体を採取した。

測定項目は，フレッシュコンクリートでスラン

プフローと空気量試験および流動勾配，硬化コ

ンクリートでは単位容積質量，縦波伝播速度，

動弾性係数，静弾性係数，圧縮強度試験を行っ

た。図－1 に供試体寸法および測定場所を示す。 

 

3. 実験結果および考察 
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3.1 フレッシュコンクリートの性質 

 表－2 に打設開始時と打設終了時のスランプ

フローと空気量試験の結果を示す。打設開始時

と打設終了時を比較すると，スランプフロー値

は 9cm低下，空気量は 0.4％上昇する結果となっ

た。既往の研究結果2）と比較してもコンクリー

トの品質には特に問題はないと考えられる。 
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 図－2に流動勾配の結果を示す。打設開始 5 分

での流動勾配は 3％であった。打設時間の経過に

伴い流動勾配は 6～7％と一定勾配を保ちながら

流動した。また，最終的には，天端は平坦にな

り，水中不分離性コンクリートの特徴であるセ

ルフレベリング性が確認できた。 

3.2 円柱供試体による品質管理 

 本研究で用いた水中不分離性コンクリートの

円柱供試体による従来の品質管理を行った。図

－3に単位容積質量の結果を示す。全ての供試体

で単位容積質量は 2.3ｔ/ｍ3前後になる傾向が見

られた。図－4に圧縮強度の結果を示す。標準養

生における水中作製供試体と気中作製供試体の

圧縮強度は，気中作製供試体の方が大きかった。

水中・気中強度比では 7 日で 0.93，14 日は 0.85，

28 日で 0.86 となった。既往の研究結果3）と比較

して同等の値を示した。また，水中作製標準養

生供試体と水中作製現場養生供試体を比較した

結果，若干ではあるが現場養生の方が強度の発

現が低かった。この理由としては，養生水温が

標準養生より低かったことが原因と考えられる。

以上のことから，本研究で用いた水中不分離性

コンクリートの品質には問題が無いことがわか

る。 

3.3 実構造物を想定した供試体による品質管理  

 5.7ｍ供試体を用いて流動距離によるコンクリ

ートの品質を検討した。5.7ｍ供試体中部のコア

供試体における流動距離と単位容積質量の関係

を図－5に示す。品質管理用円柱供試体と比較す

ると，全ての場所で単位容積質量が下回る結果

が得られた。また，流動距離が 3ｍを越えると単

位容積質量が低下する傾向が見られた。このこ

とから，本研究で使用した水中不分離性コンク 

表－2 スランプフローと空気量試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 水中不分離性コンクリートの流動勾配 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 円柱供試体の単位容積質量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 円柱供試体の圧縮強度 
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リートでは，流動距離が長くなると分離する傾

向を示した。図－6 に 5.7ｍ供試体中部での流動

距離による材齢 28 日の縦波伝播速度を示す。比

較のために円柱供試体の水中作製現場養生の結

果を付記した。単位容積質量と同様に，流動距

離が増すにつれ縦波伝播速度が遅くなる傾向が

見られた。また，円柱供試体と比較して，5.7ｍ

供試体では縦波伝播速度が遅い傾向を示した。

図－7 に 5.7ｍ供試体中部での流動距離による材

齢 28 日の動弾性係数を示す。比較のために円柱

供試体の水中作製現場養生の結果を付記した。

縦波伝播速度と同様に，流動距離が増すにつれ

て動弾性係数が低くなる傾向が得られた．また，

静弾性係数も動弾性係数と同様な結果が得られ

た。図－８に供試体中部でのコア供試体による

流動距離と圧縮強度の関係を示す。単位容積質

量，縦波伝播速度，動弾性係数，静弾性係数と

同様に流動距離の増加に伴い圧縮強度は減少傾

向を示した。図－9，図－10に標準養生および現

場養生の円柱供試体圧縮強度とコア供試体の圧

縮強度との強度比の関係を示す。標準養生，現

場養生ともに流動距離と圧縮強度比の関係は同

様の傾向が見受けられる。図からも明らかなよ

うに流動距離が長くなると圧縮強度比は低下，

流動距離5ｍでの圧縮強度比は0.59～0.76の値と

なった。これは流動距離が増すにつれ，材料分

離が大きくなったことが原因と考える。以上の

ことから，本研究で使用した水中不分離性コン

クリートは，流動距離が増すにつれコンクリー 
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図－5 流動距離とコア供試体の単位容積質量 

の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 流動距離とコア供試体の縦波伝播速度

の関係 
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図－７ 流動距離とコア供試体の動弾性係数の

関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 流動距離とコア供試体の圧縮強度の関 

係 

トの材料分離が生じたことが考えられる。 

3.4 水中反発度 

 流動距離と水中反発度の関係を図－11 に示す。 

圧縮強度と同様に流動距離が増すにつれて水中

反発度は低下した。材齢７日における流動距離 0

ｍの水中反発度は 30.2，流動距離 5ｍでは 24.3  

の値，材齢 28 日では流動距離 0ｍの水中反発度 
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は 35.6，流動距離 5ｍでは 30.5 の値を示した。 
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材齢が経過するにつれて圧縮強度と同様に水中

反発度の値は大きくなり，流動距離が増すにつ

れ水中反発度は小さくなった。 

 

3.5 水中反発度と推定圧縮強度 

従来のリバウンドハンマー試験には強度推定

式は数多く提案されている。そこで，本研究で

は，水中不分離性コンクリートの強度推定式を

導き出した。水中不分離性コンクリートの場合，

図－8，図－11に示しているように圧縮強度が大

きくなると水中反発度も大きくなる傾向が見ら

れることから，推定式を検討することが可能と

判断した。図－12 に直線回帰と累乗回帰を行っ

た水中反発度と圧縮強度の関係を示す。比較の

ため日本材料学会式を付記した。Fは圧縮強度

（N/mm2），Rは水中反発度を表す。直線回帰を

行った結果，水中不分離性コンクリートの圧縮

強度と水中反発度の相関係数は 0.79 という相関

が得られた。直線回帰を行ったものが，式（1）

である。 
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          (1) 15.21 1.27F R= − +
 

既往の研究5）6）で検討されてきた近似回帰や累

乗回帰を行った推定圧縮強度式について，本研

究から得た結果を用いて累乗回帰式の検討を行

った。直線回帰式と同様に累乗回帰式では相関

係数は 0.79 という相関が得られた。累乗回帰を

行ったものが，式（2）である。 

 

   

1.71R176.8×
100

F ⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

      (2) 

 

反発度法の推定値は，±25％の誤差範囲で推

定できることが知られている。水中リバウンド

ハンマーを用いた場合，誤差範囲は式（１）で

は－12.2％～23.0％，式（２）では－12.2％～

24.5％の誤差範囲であった。よって，陸上の反発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 流動距離によるコア・円柱圧縮強度比の 

関係（標準養生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 流動距離によるコア・円柱圧縮強度比

の関係（現場養生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 流動距離と水中反発度の関係 

 

度法と比べ水中反発度法は誤差範囲では差異が

ない結果が得られた。また，本研究から求めた

水中不分離性コンクリートの推定圧縮強度式と

日本材料学会式には直線回帰では，傾きに差異
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が認められなかった。しかし，近年の研究報告

で，日本材料学会式は，高強度域で一致しなく

なると言う報告が多数なされている。この理由

として，日本材料学会式は坂・松井7）が行った

実験結果をもとに決められたものであり，この

時に使用したコンクリートの圧縮強度は 5～

40N/mm2であり，高強度域の検討を行っていなか

ったことが考えられる。本研究の推定式と日本

材料学会式に差異が小さかった理由は，本研究

で使用した水中不分離性コンクリートの圧縮強

度が 14.1～31.8N/mm2と低強度域を中心に検討

した結果だと考えられる。 

で使用した水中不分離性コンクリートの圧縮強

度が 14.1～31.8N/mm
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